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凡 例 

 
・本書で引用する法令等の略称は、基本的に次のとおりです。 

 宅地建物取引業法 ＝「業法」または「宅建業法」 

 宅地建物取引業法施行令 ＝「令」または「施行令」 

 宅地建物取引業法施行規則 ＝「則」または「施行規則」 

 宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方 ＝「業法の解釈・運用の考え方」 

または「ガイドライン」 

 宅地建物取引業者 ＝「業者」または「宅建業者」 

あるいは「媒介業者」 

 宅地建物取引業に従事する者 ＝「従事者」または「従業者」 

 宅地または建物 ＝「宅地建物」 


